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　生産される牛乳・乳製品の大部分を輸出しているニュージーランドにとって、TPP11協定は
新たなマーケットアクセスの獲得につながり、TPP11協定参加国向けの牛乳・乳製品輸出の拡
大が期待されている。しかし、生乳生産量の大幅な増加は見込めないことに加え、TPP11協定
非加盟国の中国や東南アジアを中心に乳製品の輸出需要は増加しており、今後の牛乳・乳製品
の輸出余力は限定的とみられる。また、限られた供給の中で、より収益性の高い品目および輸
出先国向けの輸出に注力していくものと見られる。

（1）ニュージーランドにおける酪農・
乳業の位置付け

ニュージーランド（以下「NZ」という）

において、牛乳・乳製品は総輸出額の約3割

を占める重要な輸出品目となっている。生乳

生産量は、世界全体の生乳生産量の3%程度

であるものの、国内の人口が480万人と少

ないことから、生産された牛乳・乳製品の

95%を輸出することで、主要な乳製品輸出

国となっている。特に、全粉乳とバターに関

しては、世界最大の輸出国となっている。ま

た、日本にとっても、バター、脱脂粉乳およ

びチーズの主要な輸入先国となっている。こ

のように輸出で成り立っているNZの酪農・

乳業界にとって、マーケットアクセスを改善

するための貿易協定は極めて重要なものとな

っている。TPP11協定が2018年12月30

日に発効することに伴い、NZは、参加11カ

国への新たなアクセス条件を獲得することに

なり、基幹産業である酪農・乳業界において、

その影響が注目されている。

本稿では、TPP11協定発効に伴うNZか

ら参加国向けの牛乳・乳製品に係る関税など

の変化、NZの牛乳・乳製品輸出動向と今後

の見通しについて、2018年9月の現地調査

を踏まえて報告する。

本 稿 中 の 為 替 レ ー ト は、1NZD=76円

（2018年10月末日TTSレート:76.20円）を

利用した。

（2）牛乳・乳製品の輸出動向

NZの牛乳・乳製品の輸出額は、生乳生産

量の増加に伴い長期的にはおおむね増加傾向

にある（図1）。しかし、2014/15年度以降は、

生乳生産量および牛乳・乳製品輸出量ともに

おおむね横ばいで推移しており、輸出額は、

１　牛乳・乳製品の輸出動向など

特集：ＴＰＰ１１協定および日ＥＵ・ＥＰＡにおける代表的な畜産物の輸出見通し

ニュージーランドにおける
牛乳・乳製品輸出動向

〜生乳生産拡大および乳製品輸出余力は限定的〜
調査情報部　大塚　健太郎

畜産需給部　乳製品課　廣田　李花子

【要約】



畜 産 の 情 報 　 2018. 12 57

その時々の乳製品国際取引価格の動向に左右

さ れ て い る。2017/18年 度 の 輸 出 額 は、

166億NZドル（1兆2616億円、前年度比

13.6%増）と、輸出量は増加していないも

のの脱脂粉乳以外の乳製品国際取引価格の上

昇により増加した。

図1　牛乳・乳製品輸出額の推移

資料：NZ第一次産業省
注 1：年度は7月～翌6月。
　 2：2017/18年度は推計値。
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乳製品輸出量の推移をみると、2017/18

年度の主要な乳製品輸出量は、10年前と比

較して、全粉乳は2.2倍、脱脂粉乳は1.6倍、

バターおよびチーズは1.2倍とすべての品目

で増加しており、中でも全粉乳は、中国の経

済発展に伴う需要増大により伸びが大きく、

生乳生産量増加分の多くが全粉乳の生産・輸

出に仕向けられてきたことが分かる（図2）。

図2　牛乳・乳製品輸出量の推移

資料：NZ第一次産業省
注 1：年度は７月～翌６月。
　 2：2017/18年度は推計値。
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育児用調製粉乳は、全体に占める割合は少

ないものの、10年前と比較して4.2倍と、最

も増加率が大きい品目となっている。また、

その他は、液状乳が含まれており、中国およ

び 東 南 ア ジ ア を 中 心 と し た 超 高 温 殺 菌

（UHT）牛乳需要の高まりにより、10年前
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から2倍程度増加した。

NZ最大の乳業メーカーであるフォンテラ

社主催の乳製品の電子オークションであるグ

ローバルデーリートレード（以下「GDT」

という）における乳製品取引価格の推移をみ

ると、乳製品取引価格はその時の需給により

非常に大きく上下するが、最近の価格を

2015年の価格低迷時と比較すると、バター

は大幅に上昇して推移しており、チーズおよ

び全粉乳も上昇しているが、脱脂粉乳はいま

だ低い水準のまま推移している（図3）。

図3　ＧＤＴの乳製品価格の推移

資料：ＧＤＴ
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（1）貿易協定の締結状況

NZは、2018年10月時点で、世界貿易機

関（WTO）の協定以外で個別に15カ国と9

の貿易協定を締結している（表1）。環太平

洋戦略的経済連携協定（以下「P4」という）

を除き、すべてがアジア圏の国との協定とな

っている。なお、中東諸国との貿易協定であ

るNZ・湾岸協力理事会（Gulf Cooperation 

Council）自由貿易協定は、2009年に合意

はしたものの、いまだ発効していない。

2　牛乳・乳製品の輸出環境
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（2）TPP11協定参加国に対する牛乳・
乳製品の関税率など

NZは、TPP11協定参加国のうち6カ国と

は既に貿易協定を締結しており、うち4カ国

（豪州、ブルネイ、チリおよびシンガポール）

向けの牛乳・乳製品輸出はすべて無税となっ

ている（図4）。

表1　NZの貿易協定の締結状況

1　発効済みの貿易協定
名称 発効年 参加国

NZ・豪州経済関係緊密化協定 1983年
NZ・シンガポール経済緊密化協定 2001年
NZ・タイ経済緊密化協定 2005年
環太平洋戦略的経済連携協定（P4） 2006年 NZ、ブルネイ、チリ、シンガポール
NZ・中国自由貿易協定 2008年

ASEAN・豪州・NZ自由貿易協定
（AANZFTA） 2010年

NZ、豪州、ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、
マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、
タイ、ベトナム

NZ・マレーシア自由貿易協定 2010年
NZ・香港経済緊密化連携協定 2011年
NZ・韓国自由貿易協定 2015年

2　未発効（合意済み）
名称 年 参加国

NZ・湾岸協力理事会（Gulf�Cooperation�
Council（GCC））自由貿易協定 2009年合意 NZ、サウジアラビア、アラブ首長国連邦、カタール、

クウェート、オマーン、バーレーン

偽造品の取引の防止に関する協定 2010年合意 日本、米国、欧州連合（EU）、スイス、カナダ、韓国、
メキシコ、シンガポール、豪州、NZ、モロッコ

太平洋経済緊密化協定（PACER　Plus） 2017年合意
豪州、NZおよび八つの太平洋諸島諸国（クック諸島、
キリバス共和国、ナウル共和国、ニウエ、サモア独立国、
ソロモン諸島、トンガ王国、ツバル）

環太平洋パートナーシップに関する包括
的及び先進的な協定（TPP11協定） 2018年署名済 日本、NZ、豪州、ブルネイ、カナダ、チリ、マレーシア、

メキシコ、ペルー、シンガポール、ベトナム

3　現在交渉中
名称 参加国

NZ・EU自由貿易協定
NZ・インド自由貿易協定
NZ・ロシア、ベラルーシおよびカザフ
スタン関税同盟自由貿易協定

東アジア地域包括的経済連携（RCEP）
日本、NZ、中国、インド、韓国、豪州およびASEAN諸国（ブルネイ、
カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリ
ピン、シンガポール、タイ、ベトナム）

サービス貿易に関する協定（TiSA）� WTO加盟23カ国（EUは28カ国で1カ国としてカウント）
NZ・太平洋同盟自由貿易協定 NZ、コロンビア、チリ、ペルー、メキシコ

資料：NZ外務省
　注：2018年10月末時点。
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TPP11協定の発効に伴い、これまで個別

に貿易協定を締結していなかった日本、カナ

ダ、メキシコおよびペルーに対して、新たな

マーケットアクセスを獲得することになる。

また、既に個別に貿易協定を締結している国

に対しても、一部の品目で関税枠が増加する

などマーケットアクセスの向上が見込まれる。

TPP11協定発効後の主要な乳製品に関す

る関税率および関税枠などは次の通り。

ア　日本

日本は、NZにとってチーズの最大の輸出

先国である。また、バターおよび粉乳類の輸

出量全体に占める日本向けの割合は低いもの

の、比較的単価の高いホエイ由来のたんぱく

質 濃 縮 物 で あ るWPC（Whey Protein 

Concentrate）80（ た ん ぱ く 質 含 有 量

80%）などのミルクアルブミンの輸出量は、

日本向けは米国に次ぎ2位となっている。こ

うした結果、日本は、乳製品輸出額ベースで

は中国、豪州、米国に次ぐ4番目の輸出先国

となっている。

日本向けの最大の輸出品目であるチーズの

大部分は、プロセスチーズ原料用のチェダー

やゴーダなどのハードおよびセミハードチー

ズであるが、TPP11協定が発効した場合、

それらのチーズに係る関税は、16年かけて撤

廃される（表2）。また、日本向けの輸出割合

が高いミルクアルブミンに係る関税率2.9%

は、TPP11協定発効に伴い即時撤廃される。

図4　TPP11協定参加国への牛乳・乳製品輸出額など

資料：ＮＺ外務省、ＮＺ統計局資料を基に機構作成。
注 1：2017年の数値。
　 2：関税に関する国の色分けは、2018年10月末時点。
　 3：表内の網掛けした国および地図上で着色されている国はTPP11協定参加国。
　 4：円グラフは、牛乳・乳製品輸出額に占める割合。
　 5：�牛乳・乳製品輸出額は、液状乳、粉乳類、チーズ、バター、ヨーグルト、ホエイ

のほか、乳糖（HSコード＝17.02.10）、育児用調製粉乳（HSコード＝19.01.10）、
カゼイン（HSコード＝35.01.10、90）、ミルクアルブミン（HSコード＝
35.02.20,90）を含む。

資料：ＮＺ外務省、ＮＺ統計局資料を基に機構作成。
 注1：２０１７年の数値。
   ２：関税に関する国の色分けは、２０１８年１０月末時点。
　 ３：表内の網掛けした国はＴＰＰ１１参加国。
   ４：円グラフは、牛乳・乳製品輸出額に占める割合。
   ５：牛乳・乳製品輸出額は、液状乳、粉乳類、チーズ、バター、ヨーグルト、ホエイ
       のほか、乳糖（ＨＳコード＝17.02.10）、育児用調製粉乳（ＨＳコード＝19.01.10）、
       カゼイン（ＨＳコード＝35.01.10、90）、ミルクアルブミン（ＨＳコード＝35.02.20,90）
       を含む。

図４　ＴＰＰ１１参加国への牛乳・乳製品輸出額など
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イ　豪州

豪州は、中国に次ぐ、2番目の乳製品輸出

先国となっている。NZと豪州は、NZ・豪州

経済関係緊密化協定およびASEAN・豪州・

NZ自由貿易協定（以下「AANZFTA」という）

を締結しており、NZから豪州向けの乳製品

輸出はすべて無税となっている。

ウ　ブルネイ

NZとブルネイは、P4およびAANZFTAを

締結しており、ブルネイ向けの乳製品輸出は

すべて無税となっている。

エ　カナダ

NZは、カナダとは個別に貿易協定を結ん

でおらず、同国向けの輸出量が全体に占める

割合は低いものの、ホエイでは10番目の輸

出先国となっているなど、一定量の乳製品が

輸出されている。

カナダは、酪農乳業に関して供給管理制度

に代表される保護政策を実施していることか

ら、乳製品の輸入にも高い関税を設けている。

しかし、TPP11協定では、主要な乳製品に

関して、量は少ないものの枠内無税の関税枠

が設けられる（表3）。また、WPC80などの

ホエイ由来のたんぱく質含有量の高いミルク

アルブミン（HSコード:3502）や乳たんぱ

く濃縮物（MPC）、乳たんぱく分離物（MPI）

などの乳たんぱく物質（HSコード:3504）

に係る関税が無税になることに加え、育児用

表2　TPP11協定における主要乳製品に係る関税率などの変更点

資料：農林水産省「TPPにおける重要5品目等の交渉結果」から一部抜粋
　注：2018年10月末時点。

品目 現行の関税率 TPP11協定発効に伴う変更内容

脱脂粉乳・バター

＜国家貿易＞
・脱脂粉乳：25％、
35％ +マークアップ
・バター：35％ +マー
クアップ

・�関税削減・撤廃は行わず、国家貿易制度を維持。新た
に民間貿易枠を設定（枠内税率は11年目までに削減）。

・枠数量は、最近の追加輸入量の範囲内。

ホエイ
＜国家貿易＞
25％、35％ +マーク
アップ

・�脱脂粉乳（たんぱく質含有量34％）と競合する可能
性が高いホエイ（たんぱく質含有量25〜45％）は、セー
フガード付きで関税削減、21年目で撤廃。

・�脱脂粉乳と競合する可能性が低いたんぱく質含有量
25％未満のものは、セーフガード付きで段階的に関
税削減、16年目に撤廃。

・�たんぱく質含有量が特に高いもの（45%以上）は、6
年目に無税。

チーズ

主
要
ナ
チ
ュ
ラ
ル
チ
ー
ズ

フレッシュチーズ 29.8%

モッツァレラ等（クリームチーズ以外）：現状維持
シュレッドチーズ原料用関税割当：
国産品の使用を条件とした無税輸入（国産品：輸入品
＝1：3.5）
クリームチーズ：
・脂肪分45％未満は段階的に関税削減し、16年目に撤廃。
・�脂肪分45%以上のものは、関税率29.8％から26.8％
に削減。

ブルーチーズ 29.8% 11年目までに50％削減

その他のチーズ 29.8%
・ソフトチーズ（カマンベール等）：現状維持
・ソフトチーズ以外（チェダー、ゴーダ等）：段階的に
関税削減し、16年目に撤廃

加
工
チ
ー
ズ

シュレッドチーズ 22.4% 段階的に関税削減し、16年目に撤廃
おろし及び粉チーズ 26.3％又は40.0％ 段階的に関税削減し、16年目に撤廃

プロセスチーズ 40.0% ・現状維持・国別関税割当
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オ　チリ

チリは、2017年においては、NZにとっ

て数量ベースでチーズの10番目の輸出先国

である。NZはチリとP4を締結しており、

NZからチリ向けに輸出される乳製品はすべ

て無税となっている。2009年まで同国向け

調製粉乳に関する関税も削減されることか

ら、同国向けの乳製品輸出の拡大が期待され

ている。

表3　TPP11協定発効後のカナダ向けの乳製品輸出に係る関税率・関税枠

資料：NZ外務省

品目・
関税
コード

液状乳 脱脂粉乳 全粉乳 バター

チーズ ホエイ ミルクアルブミ
ン（たんぱく質
含有量が80%
以上のもの）

業務用
チーズ

モッツァレ
ラおよび加
工チーズ

すべての
チーズ

濃縮ホエイ
ホエイパ
ウダー

その他

0401.10、
0401.20

0402.10 0402.21,
0402.29

0405.10、
0405.20、
0405.90

0406 0404.10 3502.20

現行の
関税率
（ 関 税
割当外
の 2 次
税率）

241%、た
だ し34.5
カナダド
ル / 1 0 0
リットル
以下

201.5%、
た だ し
2.01カ ナ
ダドル/キ
ログラム
以下

・243%、ただ
し2.82カナダ
ドル/キログラ
ム以下
・295.5%、 た
だし4.29カナ
ダドル/キログ
ラム以下

・298.5%、 た
だし4.00カナ
ダドル/キログ
ラム以下
・313.5%、 た
だし5.12カナ
ダドル/キログ
ラム以下

245.5%、ただし3.53〜5.78
カナダドル（チーズの種類
ごとに異なる）/キログラム
以下

4.94カナ
ダセント/
キログラ
ム

208%、
ただし
2.07カ
ナダド
ル / キ
ログラ
ム

11% 6.5%

発効後関税率・関税枠

年

関税枠内
は無税

関税枠内
は無税

関税枠内
は無税

関税枠内
は無税

関税枠内は無税
段階的に関税
削減し、6年
目に撤廃

関税枠内
は無税

段階的に関税
削減し、6年
目に撤廃

撤廃

関税枠
（トン）

関税枠
（トン）

関税枠
（トン）

関税枠
（トン）

関税枠
（トン）

関税枠
（トン）

関税枠
（トン）

関税率
関税枠
（トン）

関税率

2018年
12月30
日、31日

8,333 1,250 1,000 750 1,329 483 604 4.11カナダセン
ト/キログラム

1,000 9.10%

2019年
16,667 2,500 1,010 1,500 2,658 967 1,208 3.29カナダセン

ト/キログラム
2,000 7.30%

2020年
25,000 3,750 1,020 2,250 3,988 1,450 1,813 2.47カナダセン

ト/キログラム
3,000 5.50%

2021年
33,333 5,000 1,030 3,000 5,317 1,933 2,417 1.64カナダセン

ト/キログラム
4,000 3.60%

2022年
41,667 6,250 1,041 3,750 6,646 2,417 3,021 0.82カナダセン

ト/キログラム
5,000 1.80%

2023年 50,000 7,500 1,051 4,500 7,975 2,900 3,625 撤廃 6,000 撤廃

2024年 50,500 7,725 1,062 4,545 8,055 2,929 3,661 6,060

2025年 51,005 7,957 1,072 4,590 8,135 2,958 3,698 6,121

2026年 51,515 8,195 1,083 4,636 8,217 2,988 3,735 6,182

2027年 52,030 8,441 1,094 4,683 8,299 3,018 3,772 6,244

2028年 52,551 8,695 1,105 4,730 8,382 3,048 3,810 撤廃

2029年 53,076 8,955 1,116 4,777 8,466 3,078 3,848

2030年 53,607 9,224 1,127 4,825 8,550 3,109 3,886

2031年 54,143 9,501 1,138 4,873 8,636 3,140 3,925

2032年 54,684 9,786

以降同じ

4,922 8,722 3,172 3,965

2033年 55,231 10,079 4,971 8,809 3,203 4,004

2034年 55,783 10,382 5,021 8,897 3,235 4,044

2035年 56,341 10,693 5,071 8,986 3,268 4,085

2036年 56,905 11,014 5,121 9,076 3,300 4,126
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にチーズは輸出されていなかったが、2010

年以降、大幅に増加しており、2017年は約

7000トンのチーズが同国向けに輸出され

た。

カ　マレーシア

マレーシアは、2017年においては、脱脂

粉乳が2番目、全粉乳が6番目、液状乳が5

番目の輸出先国であり、NZにとって重要な

乳製品輸出先国となっている。NZとマレー

シアは、AANZFTAに加え、2カ国間で自由

貿易協定（NZ・マレーシアFTA）を2010

年に締結しており、同国向けの乳製品輸出に

係る関税は、液状乳に係るものを除いて撤廃

されている。TPP11協定が発効した場合、

液状乳に関して新たな枠内無税の関税枠が設

定されることに加え、16年目に関税率およ

び関税枠ともに撤廃されることから、同国向

けの液状乳輸出の拡大が期待される（表4）。

表4　TPP11協定発効後のマレーシア向けの乳製品輸出に係る関税率・関税枠

資料：NZ外務省

NZ・マレーシアFTA TPP11協定

品目・関税
コード

液状乳

品目・関税コード

液状乳
脂肪分が全
重量の１％
以下のもの

脂肪分が全
重量の１％
を超え６％
以下のもの

脂肪分が
全重量の
６％を超え
１０％以下
のもの

脂肪分が全
重量の１％
以下のもの

脂肪分が全
重量の１％
を超え６％
以下のもの

脂肪分が
全重量の
６％を超え
１０％以下
のもの

0401.10 0401.20 0401.40 0401.10 0401.20 0401.40
現行の関税率 関税枠内

20％
関税枠外
50％

関税枠内
20％
関税枠外
50％

関税枠内
20％
関税枠外
50％

現行の関税率
関税枠内
20％
関税枠外
50％

関税枠内
20％
関税枠外
50％

関税枠内
20％
関税枠外
50％

発効後関税率・関税枠

関税枠
関税枠内
０％
関税枠外
20％

関税枠内
０％
関税枠外
20％

関税枠内
０％
関税枠外
20％

関税率
関税枠内
０％
関税枠外
以下の通り

関税枠内
０％
関税枠外
以下の通り

関税枠内
０％
関税枠外
以下の通り

年 関税枠（単位：リットル） 年 枠外関税率 関税枠（単位：リットル）

2018年 253,354 2,511,675 245,974
2018年12
月30日、
31日

46.8% 300,000 2,000,000 1,000,000

2019年 260,954 2,637,258 253,354 2019年 43.7% 303,000 2,020,000 1,010,000
2020年 268,783 2,769,121 260,954 2020年 40.6% 306,030 2,040,200 1,020,100
2021年 276,846 2,907,577 268,783 2021年 37.5% 309,090 2,060,602 1,030,301
2022年 285,152 3,052,956 276,846 2022年 34.3% 312,181 2,081,208 1,040,604
2023年 293,706 3,205,604 285,152 2023年 31.2% 315,303 2,102,020 1,051,010
2024年 302,517 3,365,884 293,706 2024年 28.1% 318,456 2,123,040 1,061,520
2025年

2025年以降
も毎年3％
ずつ拡大

2025年以降
も毎年5％
ずつ拡大

2025年以降
も毎年3％
ずつ拡大

2025年 25.0% 321,641 2,144,271 1,072,135
2026年 2026年 21.8% 324,857 2,165,713 1,082,857
2027年 2027年 18.7% 328,106 2,187,371 1,093,685
2028年 2028年 15.6% 331,387 2,209,244 1,104,622
2029年 2029年 12.5% 334,701 2,231,337 1,115,668
2030年 2030年 9.3% 338,048 2,253,650 1,126,825
2031年 2031年 6.2% 341,428 2,276,187 1,138,093
2032年 2032年 3.1% 344,842 2,298,948 1,149,474
2033年 2033年 撤廃 撤廃 撤廃 撤廃

キ　メキシコ

メキシコは、2017年においては、NZに

とって金額ベースで17目の輸出先国となっ

ており、中でもバターは5番目の輸出先国と

なっている。NZは、メキシコとの間で貿易

協定は締結しておらず、TPP11協定が発効
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した場合、主要な輸出品目に関しては、枠内

無税の関税枠が設定され、同国向けの輸出量

の中で最も多いバターオイルに関しては、

15年目に撤廃される（表5）。また、育児用

調製粉乳およびヨーグルトの同国向け輸出に

係る関税率も、段階的に削減され、10年目

に撤廃される。

ク　ペルー

ペルーは、NZにとって2017年は金額ベ

ースで25番目の輸出先国となっている。NZ

は、ペルーとの間に個別に貿易協定は締結し

ておらず、TPP11協定の発効により、主要

な乳製品の多くで関税が撤廃される。しかし、

表5　TPP11協定発効後のメキシコ向けの乳製品輸出に係る関税率・関税枠

資料：NZ外務省

品目・関
税コード

液状乳 脱脂粉乳 全粉乳 バター バターオイル チーズ
0401.10、
0401.20 0402.10 0402.21 0402.29 0405.10 0405.90 0406

現行の
関税率 10% 63% 63% 20%+砂糖含有量に対し

0.36米ドル/キログラム 20% 20%
20%
45%
125%

発効後関税率・関税枠

年

関税枠内は
無税 関税枠内は無税

関税率は以下の通り

関税枠内は
無税

関税率

関税枠内は
無税

関税枠
（リットル） 関税枠（トン） 関税枠

（トン）
関税枠
（トン）

2018年
12月30
日、31日

250,000 25,000 18.6%+砂糖含有量に対し0.33米ドル/キログラム 1,500 18.6% 4,250

2019年 262,500 26,700 17.3%+砂糖含有量に対し0.31米ドル/キログラム 1,550 17.3% 4,475

2020年 275,000 28,400 16%+砂糖含有量に対し0.28米ドル/キログラム 1,600 16.0% 4,700

2021年 287,500 30,100 14.6%+砂糖含有量に対し0.26米ドル/キログラム 1,650 14.6% 4,925

2022年 300,000 31,800 13.3%+砂糖含有量に対し0.24米ドル/キログラム 1,700 13.3% 5,150

2023年 312,500 33,500 12%+砂糖含有量に対し0.21米ドル/キログラム 1,750 12.0% 5,375

2024年 325,000 35,200 10.6%+砂糖含有量に対し0.19米ドル/キログラム 1,800 10.6% 5,600

2025年 337,500 36,900 9.3%+砂糖含有量に対し0.16米ドル/キログラム 1,850 9.3% 5,825

2026年 350,000 38,600 8%+砂糖含有量に対し0.14米ドル/キログラム 1,900 8.0% 6,050

2027年 362,500 40,300 6.6%+砂糖含有量に対し0.12米ドル/キログラム 1,950 6.6% 6,275

2028年 375,000 42,000 5.3%+砂糖含有量に対し0.09米ドル/キログラム 2,000 5.3% 6,500

2029年

12年目以降
375,000

12年目以降も42,000
ト ン ※1～10年目
は、上記関税枠の8
割以上は、全粉乳
に配分される。

4%+砂糖含有量に対し
0.07米ドル/キログラム

12年目以降
2000トン

4.0% 12年目以降
6,500トン
※チーズの
種類によっ
て、この関
税枠に含ま
れないもの
もある。

2030年 2.6%+砂糖含有量に対し
0.04米ドル/キログラム 2.6%

2031年 1.3%+砂糖含有量に対し
0.02米ドル/キログラム 1.3%

2032年 撤廃 撤廃
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（1）政府による試算

NZ外務省が2018年3月に発表した試算に

よると、TPP11協定による合意内容が完全

に実施された場合、試算方法によって結果は

異なるものの、関税削減やこれまで貿易協定

を締結していなかった国への新たなマーケッ

トアクセス条件の獲得による競争力の向上な

ど に よ り、NZの 国 内 総 生 産（GDP） を

0.3~1.0%押し上げ、金額では12億NZドル

（912億円）から40億NZドル（3040億円）

上昇させるとしている。その中で、関税につ

いては、TPP11協定が発効した場合、輸出

品目全体で、発効1年目に年間9510万NZド

ル（72億2760万円）の関税削減につながり、

関税削減・撤廃が完了した場合は、年間2億

2240万NZドル（169億240万円）の関税

削減につながるとしている（表6）。中でも、

日本向けは輸出額が他の参加国に比べて大き

いため、関税削減・撤廃される品目数は他の

参加国に比べて少ないものの、推定年間関税

削減額の大部分が日本向け輸出によるものと

している。

ペルー政府は、輸入価格が、政府の設定する

参考価格を下回った際に追加課税を行うプラ

イス・バンド・システムと呼ばれる制度を、

TPP11協定に基づく乳製品輸入の多くの品

目に適用するとしており、実質的に関税が完

全に撤廃されるかは不透明な内容となってい

る。なお、ヨーグルト、デイリースプレッド、

チーズのうちフレッシュチーズ並びにおろし

または粉チーズなどは、プライス・バンド・

システムの対象とならず、関税が段階的に削

減・撤廃される品目となっている。

ケ　シンガポール

シンガポールは、2017年においては、金

額ベースで15番目の輸出先国となっている。

NZとシンガポールは、NZ・シンガポール経

済緊密化協定、P4、AANZFTAの三つの貿

易協定を締結しており、同国向けの乳製品輸

出はすべてが無税となっている。

コ　ベトナム

ベトナムは、2017年においては、金額ベ

ースで14番目の輸出先国となっている。NZ

とベトナムは、AANZFTAを締結しており、

同国向け乳製品輸出に係る関税は一部無税と

なっている。液状乳、全粉乳、バターオイル、

チーズなどの一部の品目は、AANZFTAに基

づく関税削減の過程にあり、現時点では

3~5%程度の関税がかかっているが、2020

年までには完全に撤廃される。一方、TPP11

協定では、関税が即時撤廃される品目もある

が、完全に撤廃されるのは2021年になる。

3　TPP11協定の影響
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酪農は、NZの基幹産業であるため、他の

産業と比較してもTPP11協定による関税削

減・撤廃の効果が大きいと見込まれており、

牛乳・乳製品については、日本、カナダおよ

びメキシコへの新しいマーケットアクセスの

獲得や、新たな関税削減・撤廃により、年間

8850万NZドル（67億2600万円）の関税

削減につながるとしている（表7）。

表6　TPP11協定発効による関税削減額の試算（輸出先国別）

資料：NZ外務省
　注：年間輸出額は、2014～2016年の平均値。

輸出先国
年間輸出額（注） 発効後１年目の推定年間関税削減額 関税削減・撤廃完了後の推定年間関税削減額

（万ＮＺドル） （万ＮＺドル） 関税削減・撤廃さ
れる品目の割合 （万ＮＺドル） 関税削減・撤廃される品

目の割合
日本 334,400 8,330 75.01% 20,380 90.70%
メキシコ 46,600 370 80.08% 760 88.08%
カナダ 71,800 640 98.88% 710 99.92%
ペルー 13,400 100 99.60% 100 100.00%
マレーシア 105,800 10 210
ベトナム 46,800 60 80

計 618,800 9,510 22,240

表7　TPP11協定発効による関税削減額の試算（産業別）

資料：NZ外務省

（単位：万ＮＺドル）

産業 年間輸出額 推定年間関税支払額 推定関税削減額
（関税削減・撤廃完了後）

酪農 134,560 12,650 8,850
漁業 21,370 950 950
森林 50,750 950 950
園芸作物 60,270 3,530 3,530
工業 108,320 300 300
食肉 54,060 7,100 5,700
その他農業 21,210 2,270 1,410
織物 3,970 100 100
ワイン 13,190 450 450

計 467,700 28,300 22,240

また、関税削減・撤廃には至らなかったも

のの、これまで個別の貿易協定を結んでいな

かった国から新たな関税枠を獲得できたこと

は、NZのマーケットアクセスの向上につな

がるとしている。TPP11協定により、参加

国全体で新たに設定された関税枠は、製品重

量ベースで発効後1年目に5万3625トン、

15年目に11万693トンに上り、バター、チ

ーズおよび粉乳類に関して新たに設定された

関税枠を、2017年12月時点の乳製品国際取

引価格を基に試算した場合、発効1年目で2

億1300万NZドル（161億8800万円）、発

効後15年目には4億5700万NZドル（347億

3200万円）の市場規模になるとしている（表

8）。
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（2）日本向け乳製品輸出への影響

今回の現地調査において、いくつかの乳業

メーカーに対し、TPP11協定発効に伴い日

本向け乳製品輸出への影響をどのように見込

んでいるか聞き取りを行ったところ、関税が

削減されない品目も多く、関税削減・撤廃さ

れる品目についても、長期にわたる削減・撤

廃であることから、すぐに影響は現れないと

の意見が多く聞かれた。また、NZの乳業メ

ーカー側からTPP11協定を見据えて動くの

ではなく、日本のユーザーが関税削減などを

受けてどのように反応するかが重要であると

している。

日本のバターおよび脱脂粉乳の輸入に関し

て新たに設定された、民間貿易によるTPP

関税割当枠が、NZ産の乳製品輸出に対して

どの程度設定されるかが不透明であること、

バター・脱脂粉乳ともに、発効1年目は製品

重量ベースでそれぞれ3188トンと量が少な

いことなどから、影響が見通せないとのこと

であった。

一方、NZから日本向けに輸出されるチー

ズの大部分を占める、プロセスチーズ原料用

のチェダーやゴーダなどのハードチーズおよ

びセミハードチーズについては、段階的に関

税が削減され、16年目には撤廃される。そ

のため、国産チーズとの抱き合わせ無税によ

る輸入と比較して、すべて輸入チーズでプロ

セスチーズを製造した方がコスト的に安くな

る水準まで関税が下がった時点から、プロセ

スチーズ原料用のチーズが、一定程度国産品

から輸入品に転換されていくのではという意

見があった。その一方で、日本で生産される

チーズは、カマンベールなどの、より付加価

値の高いチーズの生産に集中していくのでは

といった意見も聞かれた。チーズは、日本向

けに輸出される乳製品の中で最大の輸出品目

であり、中でもプロセスチーズ原料用はその

中心となっていることから、ハードチーズお

よびセミハードチーズの輸出拡大が期待され

ていた。

ホエイに係る関税は、脱脂粉乳と競合する

可能性が高いたんぱく質含有量25~45%の

ものは21年目に関税撤廃、脱脂粉乳と競合

する可能性が低いたんぱく質含有量25%未

満のものは16年目に関税撤廃される。NZ最

大の乳業メーカーであるフォンテラ社では、

たんぱく質含有量が15%未満のスウィート

ホエイパウダーとたんぱく質含有量が80%

のWPC80を扱っているが、脱脂粉乳と競合

する可能性の高いホエイ（たんぱく質含有量

25~45%）は扱っていないとのことであり、

脱脂粉乳と競合する可能性が高いホエイの輸

出の増加はあまり見込まれない。

表8　TPP11協定により乳製品に関して新たに設定される関税枠

資料：NZ外務省
　注：15年目の関税枠計は、関税枠が一部徹廃されるため、11年目より減少する。

（単位：トン）

製品 発効後
１年目

発効後
５年目

発効後
１０年目

発効後
１５年目

バター 5,438 9,063 10,352 10,641
チーズ 6,767 17,353 21,509 22,508
粉乳類 34,954 49,289 62,659 66,252
その他の乳製品 6,467 13,909 16,971 11,292

計 53,625 89,614 111,491 110,693
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（1）生乳生産量の見通し

NZの生乳生産量は、乳用牛飼養頭数の増

加を背景に長期的に増加傾向で推移してお

り、2016/17年 度 の 生 乳 生 産 量 を

2000/01年度と比較すると、1.6倍程度ま

で増加している（図5）。しかし、最近では、

2014/15年度をピークに減少またはおおむ

ね横ばいで推移している。

4　今後の乳製品輸出見通し

NZの生産者団体であるDairyNZによる

と、長期的には、土地の制約および環境問題

によりこれ以上の生乳生産量の大幅な増加は

見込めないとしている。

NZの人口は右肩上がりで増加しており、

2018年6月時点では489万人と、2000年

時点から100万人増加している。そのため、

NZの農業用地は、都市化の進展などにより

減少している。

また、土地利用に関しては酪農経営、肉用

牛・羊経営、園芸作物、森林などさまざまな

産業で競合しており、その時々の収益性など

により産業間の転換を図ることも珍しくな

い。これまでは酪農における収益性の向上に

伴い肉用牛・羊経営などから転換することに

より酪農向けの農地を拡大させたものの、今

後は、環境規制などにより河川付近での牛の

飼養が制限されたり、都市化の進展により農

地の減少が見込まれたりすることなどから、

酪農向けの農地を拡大することは難しいとし

ている。

さらに、各酪農家における牛の飼養密度が

高くなっており、すべての牛に十分な牧草を

採食させるためにはこれ以上飼養密度を高く

することもできず、規模拡大も見込めない。

そのため、生乳生産量を増加させていくため

には、1頭当たり乳量を増加させる必要があ

るが、放牧を中心とした低コストな生産を目

指すNZの酪農生産では、コストをかけて穀

物などの補助飼料の給与を増加させるという

図5　乳用牛飼養頭数および生乳生産量の推移

資料：DairyNZ、ニュージーランド乳業協会
　注：年度は7月～翌6月。
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注：年度は７月～翌６月。



畜 産 の 情 報 　 2018. 12 69

考えはあまりなく、牧草の収量も天候に大き

く左右されることから、1頭当たり乳量の大

幅な増加も期待できない。

コラム　低コスト生産を心掛けるNZの酪農経営

ニュージーランド北島のタラナキ地方中部ストラトフォードという地方都市近くで酪農を営む

ディーン氏は、代々酪農家の家に生まれ、現在は約200頭の乳用牛を飼養する、NZでは典型的

な家族経営の酪農家である。

 

1　経営概要
飼養している約200頭の牛はすべて搾乳牛であり、人工授精による季節繁殖が主体で、生まれ

た子牛のうち、雌は、後継牛として、初乳を与えた後に親と引き離し、他農家に育成を委託して

いる。雄は、生後4日以降に食肉処理場に販売する。労働力は基本的にディーン氏1人だとのこ

とである。搾乳牛のみの飼養で、生乳生産に注力することにより、少ない労力での経営を可能と

している。乳用牛の品種は、ジャージー種とキウイクロス（ジャージー種とホルスタイン種の交

雑種）をそれぞれ100頭ずつ飼養している（コラム—写真1）。

ディーン氏がジャージー種とキウイクロスを飼育する理由は三つあり、一点目は、ジャージー

種およびキウイクロスの生乳は、ホルスタイン種に比べて乳固形分割合が多いことである。NZ

では、生産者乳価が乳固形分量（乳脂肪と乳たんぱく）で設定されており、1頭当たり乳量が多

いホルスタイン種よりも、乳固形分の多いジャージー種や乳量と乳固形分のバランスがとれたキ

ウイクロスが良いという。二点目は、ホルスタイン種に比べて基礎代謝量が少なく、運動量の多

北島

（タラナキ地方）

（ワイカト地方）
●

ハミルトン

ストラトフォード

オークランド

●

★

★：ディーン氏の農場

コラム－図　訪問先酪農家の所在地

資料：機構作成
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い放牧地での飼養に適しているという特徴がある。三点目は、放牧地の圧密化を防ぐという点で

あり、雨などで土壌が柔らかくなっている時に、他種に比べて体の大きいホルスタイン種によっ

て踏み固めると、根まで潰れてしまい、牧草生育に悪影響を及ぼすとのことである。

なお、搾乳牛の平均的更新産次は6産であり、最長で14産のものもいるとのことである。

2　放牧を中心とした、低コスト生産
農地面積は約86ヘクタールであり、農地にある川の面積を除いた約76ヘクタールの土地を、

40区画のパドックに区分して管理している（コラム－写真2）。各パドックのローテーションは

牧草の成育状況によって判断している。牧草はペレニアルライグラス主体であり、状況に応じて

追播のほか、草地更新を9~10年に一度行っている。濃厚飼料は一切使用せず、冬場は乾草と牧

草サイレージをミックスしたものを与えている。飼料は牧草のみのため、天候による牧草の生育

状況に生乳生産量が大きく左右されるが、デントコーンなどの濃厚飼料を栽培しようとすると、

農薬を使用する必要があるため、コスト面に加えて安全性の観点から濃厚飼料は使わないという。

なお、2018年の冬（7~9月）は暖かかった上に降雨に恵まれたことから、牧草の生育が非常に

よく、生乳生産量の増加が期待できるとのことである（コラム－写真3）。

コラム－写真1　放牧されるキウイクロス（手前4頭のうち左の3頭、2018年9月）
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NZは、乳製品国際取引価格の動向が生産者乳価に大きく影響するため、酪農家の収益は国際

的な需給に左右される。そのため、ディーン氏は、毎年変動する生産者乳価の下落や高騰に左右

されず、自らが管理できる現行の放牧地面積や飼養頭数を維持しながら、長期的な視点で持続可

能な低コスト経営を行っていくことを大切にしていた。

NZの酪農では直接的な補助金制度はなく、酪農家は生産者乳価が低い時には自ら経営改善に

取り組み乗り切るしかない。そのため、日々の酪農経営の中で地道に飼料代や燃料費、電気代な

どを削減し、低コストな生産に取り組んでいる。

ディーン氏のような比較的小規模な家族経営の酪農家は、昔に比べて数は減ってきているもの

の、いまだ飼養頭数ベースでは全体の4割は飼養頭数が400頭以下の酪農家により飼養されてお

り、大きな割合を占めている。そのような家族経営の酪農家にとっては、いかに粗放的な飼養管

理による低コスト生産に徹し、収益を最大化するかが重要であり、生産者乳価が不安定で、農地

価格が上昇し続けている現状では、新たな投資に踏み出しにくい様子が伺えた。

コラム－写真2　40区画に分割された放牧地の見取り図

コラム－写真3　放牧地の様子（2018年9月）
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（2）マイコプラズマ・ボビス撲滅に伴
う生乳生産への影響

2018年5月、NZ政府は、前年以降流行し

ているマイコプラズマ・ボビス（注）の撲滅を

目指し、感染牛が確認された農場のすべての

牛を殺処分すると発表した。発表時点では、

感染が確認されているのは37農場であるも

のの、向こう1~2年間で、190農場、約13

万頭の牛の殺処分が必要になる可能性がある

と発表し、生乳生産への影響が懸念されてい

た。しかし、デイリー NZによると、感染が

確認された37農場のうち、酪農家は14戸の

みであることに加え、仮に感染が拡大して数

万頭の乳用牛が殺処分されることになって

も、生乳生産量への影響は多くて1%程度で

あり、天候による生乳生産量の増減に比べれ

ば小さなものであるとしている。

なお、デイリー NZは、酪農業界が政府の

対応を支持する理由として、次の三つの点を

挙げている。一つ目はアニマルウェルフェア

的な観点である。牛の健康を維持することは

アニマルウェルフェアでは重要であり、マイ

コプラズマ・ボビスは感染した牛に苦痛をも

たらすことから、牛の健康を脅かす病気を排

除することはアニマルウェルフェア的な観点

から重要だとしている。二つ目は、酪農家の

負担軽減である。酪農家で産まれた雌牛は後

継牛として育てられるが、母牛がマイコプラ

ズマ・ボビスに感染していると子牛にも感染

が拡大することから、後継牛の十分な確保が

できなくなる。また、NZでは乳用牛を生産

者間で取り引きする機会が多いが、取引した

牛に感染牛がいた場合、自分の農場にも感染

が広がり、収益性の低下をもたらす。そのた

め、マイコプラズマ・ボビスを撲滅すること

で、酪農家間の乳用牛の取引が円滑になり、

心理的・経済的な負担の軽減につながるとし

ている。三つ目は、経済学的な観点である。

短期的にマイコプラズマ・ボビスを撲滅する

ために必要な経費と、マイコプラズマ・ボビ

スを撲滅することによって、酪農業界が長期

的に享受できる利益を経済学的に比較した場

合、撲滅による長期的な利益の方が大きいた

めとしている。なお、11月2日時点では、

42戸、約4万5000頭の牛が殺処分されてお

り、53農場に家畜の移動制限がかかってい

る（感染農場を含む）。

（注）マイコプラズマ・ボビスは、マイコプラズマ感染症を引き

起こす細菌の一種であり、牛が感染すると乳房炎や肺炎、関節炎

などの症状を引き起こす。通常行われる培養検査ではマイコプラ

ズマ・ボビスの細菌を検出できないうえ、一度感染すると治療は

難しいとされる。牛からヒトへの感染はなく、感染した牛の肉や

乳を摂取しても、人体への影響はないとされている。

（3）牛乳・乳製品輸出の見通し

現地酪農関係者から牛乳・乳製品輸出見通

しに関して多く聞かれた意見としては、生乳

生産量は天候により年ごとに増減するもの

の、長期的には生乳生産量の大幅な増加は期

待できないことから、牛乳・乳製品生産・輸

出の大幅な増加は期待できないというもので

あった。各乳業メーカーは、一定量の生乳か

ら得られる収益を最大にすることが使命であ

ることから、限られた生乳を活用し、より付

加価値の高い乳製品の生産・輸出を増加させ

ていくとしており、最近では、育児用調製粉

乳、チーズ、液状乳などの生産が増加してい

るとしている。

また、中国や東南アジアにおける乳製品需

要は確実に増加しており、輸出先国について

も、同じ乳製品でもより収益が得られる輸出

先国向けの供給が拡大していくとみられる。

現に、中国からのチーズ需要の増加を受け、
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フォンテラ社はチーズの生産能力を今年から

拡大しており、また、NZ第2位の乳業メー

カーであるオープン・カントリー・デイリー

社も、2019年にチーズの生産能力の拡大を

計画しているが、同社の拡大するチーズ生産

の大部分は中国向けに輸出されるものであ

る。

NZにおける生乳生産は、季節繁殖によっ

て8月に開始され、10月ごろにピークとな

り、5月ごろまでに徐々に減少していくパタ

ーンが一般的である。そのため、集乳量が少

ない時期には需要に対して生乳の供給が不足

するため、乳業メーカー間や乳製品の品目間

で生乳が取り合いになることもある。したが

って、フォンテラ社では、収益を最大化させ

る観点から、各マーケットにおける需要に関

する情報を一元的に集約・管理し、集められ

た生乳をどのような製品に加工し、どのユー

ザーに仕向けるか、すなわちプロダクトミッ

クスの最適化を図っているとのことである。

また、今後は、世界的にみても需要に対して

供給が限られる中で、長期的・安定的に契約

を結べるユーザー向けを優先的に供給してい

く方針だとしており、スポット的な取引につ

いては、その時の情勢によっては対応できな

い可能性もあるとのことである。このような

中で、フォンテラ社は、豪州、南米、中国、

EUなどにも農場や乳業工場を所有しており、

世界的な乳製品需要の増加に対して、NZの

生乳生産だけでまかなうのではなく、グロー

バルな視点で最適な供給に努めていくとして

いる。

5　おわりに

生産される乳製品の大部分を輸出している

NZでは、TPP11協定により新たなマーケ

ットアクセスを獲得でき、関税削減・撤廃に

よる競争力や収益性の向上が期待されている

が、その一方で、生乳生産量の大幅な増加は

見込めず、供給余力は限られている。また、

TPP11協定参加国の中で、日本の主要な乳

製品輸入先国となっている豪州も、国内生乳

生産の伸び悩みや、人口増加に伴う国内需要

の増加に伴い、NZからの乳製品輸入が増加

しており、乳製品輸出の大幅な増加は見込ま

れないとされている。こうした状況の下、日

本は乳製品の輸入において、中国や東南アジ

アと競合関係にあるが、それらの国では経済

発展に伴う需要増加・購買力向上が見込まれ、

日本が買い負ける時代が来る可能性も否定で

きない。今回の調査によって、NZにおいては、

持続可能な酪農を実現しながら、可能な限り

乳製品の安定供給を果たしていくとの姿勢が

確認された一方で、日本における牛乳・乳製

品の安定供給を今後とも確保していくために

は、日本国内における酪農生産基盤の維持・

拡大が重要であることが改めて強く認識され

た。


